
 

第 4 回人権ワーキンググループ 開催報告概要（案） 

◼ 日時：2025 年 8 月 4 日（月） 13 時 00 分～ 15 時 30 分 

◼ 場所：万博会場会議室・オンライン開催 

◼ 出席者：（敬称略・五十音順） 

◼ 委員長：山田美和（日本貿易振興機構アジア経済研究所 新領域研究 センター 上席主任調査研究員） 

◼ 委員 ：有田伸也（認定ＮＰＯ法人 虹色ダイバーシティ 理事）、井尻雅之（日本労働組合総連合会 大

阪府連合会（連合大阪）副会長）、後藤健太（関西大学経済学部 教授）、高橋大祐（真和総合法律事

務所 パートナー弁護士）、冨田秀実（一般社団法人サステナビリティ経営研究所 代表）、前野奨（特

定非営利活動法人 滋賀県脊髄損傷者協会 理事長）、松原稔（りそなアセットマネジメント株式会社 チ

ーフ・サステナビリティ・オフィサー 常務執行役員 責任投資部担当） 

◼ 議事： 

① 大阪・関西万博会場視察 

アクセシビリティセンター（触地図、車いす等貸し出し状況等）、スタッフ用増設休憩所、清掃スタ

ッフ休憩所（暑熱対策等） 

 

② テーマウィーク「平和と人権」について 

事務局より資料 4-2、4-3 について説明し、委員から以下意見や質疑があった。 

・テーマウィークで LGBTQ について取り上げられた。また、テーマウィーク一覧には掲載されていな

いがオランダ大使館と同性婚に関して協議するイベントも実施でき、レガシーを少しでも残せたと

思う。今回のこのような流れを非常に嬉しく思う。 

・日本政府が「ビジネスと人権」に関する行動計画を改定するタイミングであり、万博での取組、更

に万博で取り上げられているテーマに関して政府にもインプットすることが適切だと思う。その観

点で、協会主催イベントに関して、何らかの報告書やサマリーを作るのか。また、最終的なサステ

ナビリティに関する報告書等に反映されるのか。 

 ⇒（事務局）何らかの形で報告書を作成することになると思う。最終報告書にも含める予定。 

・テーマウィークの取組は非常に素晴らしく、バリエーションもあり、興味深い内容だと思った。通

常どれぐらいの入場者がいるのか。また、本ＷＧ会合においても議事録を読む人は少ないと考えら

れるため、例えば動画配信等、オープンにできる余地・可能性があるのか。 

 ⇒（事務局）入場者数は全てを把握している訳ではないが、メインスタジオのテーマウィークスタ

ジオではカウントしている。定員は凡そ 105 名である。満席になることは少ないが、平均して 5～6

割程度。映像については、オンタイムで、オンラインで流している。 



 

・人権では、表に出ないことが人権問題がない証明ではない。人権問題があることが前提となってス

タートすることをまず意識し、表に出してしっかり説明・見える化することが重要。その意味では

このような取組は非常に大事。会場内視察を通じて、事務局やそれぞれの役割を持っている方々が

しっかりと取り組んでいると感じた。 

・人権デュー・ディリジェンスを実施する初の万博で、人権に対する考え方もしっかりと世の中、世

界に対して発信することを主眼とするなら、日頃の活動も外に向けて発信することは大事。テーマ

ウィークだけでなく、日頃の取組をどのように伝えていくかということは大事。 

・この経験や取組自体をしっかり咀嚼し、好事例を抽出することが非常に大事。ビジネスと人権の実

践に向けてアプローチする一つの有力なチャネルとして社労士がある。やるべきことは山積してい

るものの、どのように始めれば良いか分からないという中小企業が非常に多いと聞く。そのため、

公表については、例えば中小企業にとって意味のあるような形での好事例の出し方等まで拡張して

考えても良いのではないか。 

・人権では、差別と区別、優先順位のバランスが大事。特に障がい者の一人として、差別ハラスメン

トになってはいけないと常に意識している。発言を切り取られ正確に伝わらない懸念もあるかと思

うが、人権に関しては相互理解が大変重要だと思うため情報発信・情報公開を行い、議論を深める

きっかけにしていただければと思う。 

  ⇒（事務局）情報公開については、レガシーとして残るような形は会期以降も含め、しっかり実

施していきたい。持続可能性の報告書を作成することは決まっているが、ご意見いただいた中小企

業に向けに考えられる取組等を発信していくこと、また、大企業においてもデュー・ディリジェン

スの取組状況には差があるので、我々協会が取り組んできたことを、読み手に伝わる形式で発信す

ることが良いのではないかと思った。書き方にも工夫する。見返した際に、課題や取り組んで良か

った点等の両面がバランス良く整理された内容となるように作成していきたい。 

③ 人権デュー・ディリジェンスの実施状況・今後の予定 （資料4-4） 

事務局から資料 4-4 を説明し、以下意見や質疑があった。 

・7 か国のパビリオンについて工事費未払いがあるとの報道がある。建設労働者への賃金未払いは労働

者の人権の問題。博覧会協会として全ての労働者に対する速やかな全額の賃金支払いに向けて、これ

までの対応、成果、そして今後どのような対応を取る予定か。当事者が司法手段を取ることに任せる

のではなく、大阪府等と協働する等の方法も検討しながら、元請に対して働きかけること等も含めて、

労働者の賃金払いに向けて協会が最大限の検討・対応する必要がある事案だと思う。 



 

⇒（事務局）協会としては、訴訟に発展している案件を含めて、パビリオンで支払いトラブルが発生

していることは十分認識しており、相談が入っている全事案に対して、事案に応じて、協会、経済

産業省、大阪府、国土交通省、他都道府県が一体的な相談の場を提供する対応を始めている。具体

的には、建設業法や建設業法上の行政指導等の相談では、建設業法を所管している国交省や都道府

県と連携を行う。資金に関する相談では、都道府県の既存の仕組みを利用し、資金繰りのサポート

ができないか相談にのる。協会としては、事案に応じた一体的な相談の場を設定することで円滑な

相談に関するコーディネートを行い、公式参加国が関与する場合は、各国への働きかけを行ってい

る。工事代金の支払いの問題については、調達コードの通報窓口以外でも様々相談いただいており、

今後も、様々な形で寄せられるご相談を一体的に取り扱っていく方針。基本的には、個別契約にお

ける当事者間の問題という部分も大きいとの認識だが、紛争が生じた際に建設業法上の許認可権限

を持つ行政機関が関与していくということが、司法に進む前の段階における手段であると認識して

いるため、協会として対応に限界はあるが、協会に相談いただいた案件については、事実関係を確

認の上、行政相談窓口をご紹介する等の取組を行う。また、政府や建設業法に基づく許認可権限を

持つ行政機関とも連携し、当該参加国や関係事業者に対して必要な働きかけを行ってきたところで

あり、今後も引き続きそのような対応を行っていきたいと考えている。 

・通報受付の処理状況について、HP での公表内容は 5 月末現在となっている。通常どれぐらいのタイ

ミングで更新しているのか。比較的重要と判断された案件は何件ほどあり、また、そうした案件を

組織全体に展開された案件があれば教えて欲しい。 

 ⇒（事務局）基本的には月 1回程度の更新を目安としている。次は 7月末現在で公開できるように現

在準備を進めている。事例では、詳細は控えさせていただくが、例えばパビリオン運営主体で、

盲導犬の入場を断った案件について、通報者に謝罪するとともに全事業者に入場可の再周知を

行った。 

・報道では、カスタマーハラスメントの問題、暑さの問題、最近では不払いの問題等、ネガティブな

ニュースが目立っており、協会が一生懸命に様々な取組を行っている中で、そうした取組が十分に

社会に伝わっていない点がもったいないと感じている。ネガティブな問題があったときこそ、上手

くポジティブな様々な取組を伝えながら情報開示を行うと良いのではないか。 

  ・カスハラの問題に関して方針策定後、どのように対応しているのか。また通報の案件にも、ハラスメ

ントに関する問題が複数含まれているように見受けられるが、それらについてどのように対応してい

るのか。 



 

   ⇒カスハラ対応については、協会では対応方針を 5月に定めており、具体的な取組も策定し、協会の

担当部署の方から協会内に発信を行い、協会担当部署が事業者等に周知している。人権通報窓口と

は別に協会内に相談窓口があり、基本的にはその窓口で対応を行っているところ。 

  ・新たに生じた事例に関して協会からガイドライン等を発行することはできないか。今後、報告書を発

行する際にもこうした点は課題になりえるし、共通課題とも言えると思う。また、今後予定されてい

る園芸博等でも同じような問題が発生する可能性もあることを踏まえると、学びを共有するという観

点からも、まだ会期終了まで一定の期間が残されているため、考え方等を発信していくことも意義が

あるのではないか。そのようなことを通じて、学びにつながっていくのではないか。 

・未払いについては、現場で働かれている方々に対して、適切に賃金が支払われることが重要。また、

下請企業の資金繰りがしっかりと成り立ち、破綻することのないようにすることが、最優先課題。 

  ・未払いの問題について、全体としてどの程度の件数が発生しているのか。また、これらをどのセクシ

ョンが取り扱っているのかについては、協会として整理した方が良いのではないか。 

⇒（事務局）協会内に共有する。 

  ・現在、万博従事者の中で人権通報窓口の存在を認識していない方が多いのではないか。我々に相談が

寄せられた際、本窓口の活用をご案内することがあった。多くの方々はこの窓口の存在を知らない状

況にも関わらず、開催以降、これだけ多くの件数が挙がっている事に関して、協会側はどのように受

け止めているのか。 

   ⇒（事務局）現在、多くの通報をいただいているとの認識。まだご存知でない方にはお伝えいただく

などご協力をお願いしたい。 

  ・人権通報窓口のフォーマットについて、Word 形式で日本語の仕様となっているが、「内容をわざわ

ざ Word に打ち変えなければならないのか」、「ホームページ上で直接入力・送信できるようにはな

らないのか」といったご意見もいただいている。 

   ⇒フォームに基づくよう依頼しているため、フォームに書かれている内容をメールにベタ打ちされた

案件も受付・処理している。必ず Word に入力して欲しいという言い方はしていないため、フォー

ムに従って通報いただければと思う。 



 

  ・最終報告書に関して、事業者の良い取組や協会から指摘した内容等を記載するとのことだが、是非良

い部分を記載して欲しい。今後のレガシーとして非常に重要。特に次のサウジアラビアでの情勢を見

た際に LGBTQ が入っていることは本当に有難い。 

・ユニバーサルガイドラインについて、性の多様性に関することは、もう少し組み込めたのではない

か。当組織では、万博に来場し、良かった点や改善点をまとめており、表現が包摂的でない部分へ

の指摘も含まれる。次の万博におけるユニバーサルガイドラインでは記載されるよう、現状から見

えたゴールを示したものを、最終報告書にてまとめて、次につなげてほしいと強く思っている。 

  ・人的リソースが足りずできなかったことも多くあると思うため、その辺りもしっかりと記載し、本来

はここまでの構想があったということを、次回の万博に向けたレガシーとして残して欲しい。 

  ・未払い問題に関してどう捉えるかは色々な意見があるかもしれないが、法的には海外パビリオン事業

者での問題のため、協会として法的な責任や法的に義務を認めることは難しいとの認識は十分理解で

きる。ただ、全体的に捉えると、下請事業者には非常に小規模で、労働者の生活に影響が出る場合も

あり、人権問題として捉えると、協会としても一定のアクションや説明を求められる。全ての責任を

認めるということではなく、人権の観点からどのようにこの問題を捉えるのか、それに対して人権デ

ュー・ディリジェンスの観点からも一貫した対応を取っていることを、可能であれば中間報告か最終

報告書等で記載することが良い。 

・人権通報窓口に関して、多くの相談が寄せられ窓口が活用されていることは非常に評価されるべき。

まだ足りない部分もあると思うが、ここまで通報があるということは、他の一般的企業よりも、よ

り広く窓口が周知され、利用されていると思う。良い形で解決ができた、または、関係者に説明を

した上で問題が解決した良い事例に関しては、万博が終了する際でも良いので、個人名等を匿名に

した形で紹介いただくということが、様々な企業や団体においてこのようなグリーバンスや通報窓

口が使われていく 1 つのきっかけになると思う。 

  ・未払い問題について、協会は持続可能性方針に基づき運営し、その中でレバレッジをかけているとい

うスタンスで、具体的に実施している内容を一貫して説明しない限り、一貫して対応している姿勢が

見えなくなるため留意すべき。 

以上 


